
重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考
1 授業実践力の向

上
① 児童生徒の育成すべき

資質・能力を育むため
に、授業づくりのポイン
トを明確にし、「主体
的・対話的で深い学び」
の実現に向けた授業づ
くりに取り組む。

研究研修課
全学部

新学習指導要領の趣旨を踏ま
え、児童生徒の学習意欲を高
め、昨年度までの取り組みを土
台に主体的・対話的で深い学び
の実現に向けた授業づくりを一
層充実させる必要がある。

【成果指標】（教員）
単元や題材を見通して
主体的・対話的で深い学
びに向けた授業づくりの
ポイントを押さえ、授業
実践している。

担当する授業において、主体的・対話
的で深い学びの実現に向けた授業づく
りの３つのポイントすべてを意識した単
元構成、授業実践を行ったと回答した
教員の割合が

A　８０％以上である
B　７０％以上である
C　６０％以上である
D　６０％未満である
【達成目標　Ｂ以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

教員による自己
評価
９月と１月

② 児童生徒が授業の目
標を達成できるように、
１人１台タブレット端末
を有効に活用する。

教務課
全学部

ＧＩＧＡスクール構想のもと、ＩＣＴ
機器を活用した授業が行われて
いるが、今後は１人１台タブレット
端末を有効活用し、さらなる授業
改善を行う必要がある。

【満足度指標】（保護者）
個別または集団学習に
おいて、１人１台タブレッ
ト端末を有効活用し、授
業改善を行っている。

授業参観や学級通信などで、児童生
徒がタブレット端末を有効活用してい
る様子を知り、授業に満足している保
護者の割合が

A　８０％以上である
B　７０％以上である
C　６０％以上である
D　６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

保護者によるアン
ケート調査
９月と１月

2 小学部から高等
部までのつなが
りのある教育活
動の推進

① 小学部から高等部、社
会へのつながりを意識
した教育活動を計画
し、実践する。

各課
全学部

現在は各学部ごとに分かれて、
教育活動を行っており、今後は
各学部間を意識し、連携した教
育活動を展開する必要がある。

【成果指標】(教員）
他学部参観や全校縦割
りの教科部会で、他学部
について知り、つながり
を意識した教育活動を計
画し、実践している。

小学部から高等部、社会へのつながり
を意識した教育活動を計画し、授業を
行った教員の割合が

Ａ  ８０％以上である
Ｂ  ７０％以上である
Ｃ  ６０％以上である
Ｄ  ６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

教員による自己
評価
９月と１月

② 本校のキャリア教育全
体計画に示したキャリ
ア発達の視点を取り入
れた授業実践を行う。

キャリア教育
推進委員会
全学部

キャリア教育全体計画を基に、４
つの資質・能力を各学部の段階
ごとにバランスよく育成していく
取り組みが必要とされている。

【成果指標】(保護者）
各学部のキャリア発達の
視点を取り入れた実践を
行い、保護者に情報発
信し理解をすすめる。

HPや学級通信などで、各学部のキャリ
ア発達の視点を取り入れた教育活動
について、理解した保護者の割合が

A　８０％以上である
B　７０％以上である
C　６０％以上である
D　６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

保護者によるアン
ケート調査
９月と１月
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重点目標 具体的取組 主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考
3 インクルーシブ

教育の実現
① 地域の関係者と連携を

とりながら、インクルー
シブ教育に関する教育
活動を計画し、実践を
行う。

インクルーシブ
推進委員会
全学部

令和７年度の知的障害教育部門
高等部の金沢向陽高校敷地内
への移転に伴い、日常的なイン
クルーシブ教育の実践に向けて
具体的活動を計画している。今
後は、森本地区全体を含めた地
域や関係機関等とも連携して、イ
ンクルーシブ教育を推進していく
必要がある。

【成果指標】（教員）
インクルーシブ教育に関
する教育活動を計画し、
実践を行う。

インクルーシブ教育の理念を意識し、
工夫、改善した教育活動を計画し、実
践した教員の割合が

Ａ　８０％以上である
Ｂ　７０％以上である
Ｃ　６０％以上である
Ｄ　６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

教員による自己
評価
９月と１月

② 本校が行ったインク
ルーシブ教育に関する
取組をホームページ等
で情報発信する。

インクルーシブ
推進委員会
全学部

共生社会の実現に向けて、本校
のインクルーシブ教育の実践を
全県的に情報発信していく必要
がある。

【成果指標】
インクルーシブ教育に関
する教育活動を実践し、
積極的に情報発信して
いく。

インクルーシブ教育に関する教育活動
の情報発信を行った回数が

Ａ　６０回以上である
Ｂ　４８回以上である
Ｃ　３６回以上である
Ｄ　３６回未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

インクルーシブ推
進委員による調
査
９月と１月

働き方改革の推
進

① ＩＣＴ化による効率的な
業務改善に取り組み、
校務分掌等の業務内
容の平準化を進める。

全学部 校務分掌及び校内業務等の見
直しや改善に積極的に取り組
み、ＩＣＴを積極的に活用し、自ら
のタイムマネジメントを意識した
業務遂行により、時間外勤務時
間の軽減を図る。

【満足度指標】(教員)
校務分掌等の更なる平
準化と効率化を推進し、
計画的かつ効率的な業
務遂行をする。

自らの働き方改革に対する取り組み目
標を設定し、実践した結果、平準化と
効率化が図られたと感じる教員の割合
が

Ａ　８０％以上である
Ｂ　７０％以上である
Ｃ　６０％以上である
Ｄ　６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

教員による自己
評価
９月と１月

② 超過勤務時間４５時間
以内の教員が１００％と
なることをめざし、働き
方改革をすすめる。

各課、各学部 超過勤務時間６０時間以上の教
員が時期においては多数見ら
れ、業務の集中化を改善する必
要がある。

【成果指標】
超過勤務時間４５時間以
内をめざし、課、部の業
務の平準化と効率化を
推進する。

各課、各学部の課題に応じ、業務の平
準化と効率化を工夫した課・部の割合
が

Ａ　８０％以上である
Ｂ　７０％以上である
Ｃ　６０％以上である
Ｄ　６０％未満である
【達成目標　Ｂ　以上】

中間評価が達
成基準に満た
ない場合は、取
り組み体制を検
討する。

課、部による自己
評価
９月と１月
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